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町田市住みよい街づくり条例 改定の方向性について 

 

前文                              

今日、我が国は、生活水準の急速な向上の時代を終え、経済的、社会的に大きな

転換期にある。人々の価値観がますます多様化している中で、これからの都市づく

りには、地域に根ざした生活者の視点を最大限生かした柔軟で多様な展開が求めら

れる。そのためには、住民自身が地域の課題を話合いで解決するなどの取組がより

重要となる。また、その取組を通じ、住民自らが身近な街づくりを一歩一歩実現す

ることにより、住民相互の信頼が生まれ、さらに地域への愛着が育まれ、地域社会

の発展に寄与することにもなる。 

今後は、行政が住民の要望に対して一方的に応えるのではなく、住民と行政が相

互理解のもとに意見交換を十分に行った上でそれぞれの役割分担を明確にし、互い

に協働して身近な街づくりに取り組む姿勢が不可欠である。 

以上の考えを基礎に、将来の自分達の街を負の遺産としないために地域の現状を

見直すとともに、市民、事業者及び行政が協働の視点を持った身近な街づくりを進

めながら、地域社会の活性化に寄与し、住みよい街を次の世代に引き継ぐための基

本的なよりどころとして、この条例を制定する。 

 

第１章 総則                           

（目的） 

第１条 この条例は、町田市基本構想（１９９３年９月町田市議会議決。以下「基

本構想」という。）に基づき、町田市都市計画マスタープラン（１９９９年６月

策定。以下「都市計画マスタープラン」という。）の基本目標の実現を図るため、

市民、事業者及び町田市（以下「市」という。）それぞれの役割及び責務を明ら

かにするとともに、街づくりの推進に関する必要な事項を定め、もって地域及び

地区の特性を生かした個性ある街づくりの実現を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 市民及び事業者は、健康で文化的かつ個性ある地域生活を享受するため、

自らに関係する地区の街づくりに関与する権利とともに責務を有する。 

２ 町田市内（以下「市内」という。）における地域及び地区の特性を生かした個性

ある街づくりの実現は、市民、事業者及び市の相互信頼、理解及び協力のもと、

三者の創意工夫による取組によって行う。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）地区住民等 地区街づくりを行う身近な区域に居住する者及び土地又は建物

に権利を有する者をいう。 

（２）事業者 建築行為等に係る工事の請負契約の注文者又は請負契約によらない

で自らその工事をする者をいう。 

（３）建築行為等 建築物その他の工作物に係る新築、増築、改築及び外観の変更

並びに土地の区画形質の変更をいう。 

（４）地区街づくり 地区住民等の多数の合意のもとに行う、身近な区域における

環境保全又は市街地整備のための計画作成又は実践活動をいう。 

（５）街づくり市民活動 環境保全又は市街地整備に係る特定のテーマに賛同する

者が集まって行う研究又は実践活動をいう。 

（６）地区街づくり団体 地区街づくりを推進するため、地区住民等によって組織

された団体をいう。 

（７）街づくり市民団体 街づくり市民活動を推進するため、市民を主体として組

織された団体をいう。 

（市の責務） 

第４条 市は、この条例に基づいて実施する街づくりに関し、市民が参加する条件

を整備し、市民の主体的な街づくりの推進に必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

２ 市は、街づくりに係る施策を総合的かつ効果的に推進するため、地域及び地区の

状況、街づくりに係る施策の実施状況その他街づくりに関する情報の収集、調査

及び研究を行うとともに、市民に対する積極的な情報提供に努めるものとする。 

３ 市は、この条例に基づいて実施する街づくりに関し、市民及び事業者の意識を高

めるために必要な措置を講じ、理解及び協力を促すよう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、自らの創意工夫及び市民相互の協力によって主体的な街づくりを

推進し、実現するよう努めなければならない。 

２ 市民は、市長がこの条例に基づいて実施する施策及び市民主体の街づくり推進活

動に協力するよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、自らが地域社会の一員であることを自覚し、その事業活動が地

域社会に密接な影響を与えることに配慮し、市民主体の街づくり推進活動に対し、

積極的に寄与するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、市長がこの条例に基づいて実施する施策及び市民主体の街づくり推進

活動に協力するよう努めなければならない。 

 

第２章 地区街づくりの推進                    

第１節 地区街づくりプランの策定 

（地区街づくりプラン） 

第７条 市長は、都市計画マスタープランを実現するために必要があると認めたと

きは、地区における街づくりに関する計画（以下「地区街づくりプラン」という。）

を策定することができる。 

２ 地区街づくりプランは、次に掲げる事項のうち、市長が必要と認めたものについ

て定めるものとする。 

（１）地区街づくりプランの名称、位置及び区域 

（２）地区街づくりの目標 

（３）地区街づくりの方針 

（４）地区街づくり計画 

（５）前各号に掲げるもののほか、地区街づくりに関し必要な事項 

３ 地区街づくり団体は、自らの創意工夫によって自らの地区の街づくりを推進する

ため、前項に定める事項を含む当該地区の地区街づくりプラン案を策定したとき

は、当該地区住民等に対して公表し、合意に努めるものとする。 

４ 地区街づくり団体は、前項の地区街づくりプラン案について当該地区住民等の多

数の合意が得られたときは、市長に対して提案することができる。 

＜改定の方向性＞ 

・条例制定当時の時代背景

をもとに書かれているため

修正を検討。 

・今回の改正の趣旨を踏ま

えて修正。 

＜改定の方向性＞ 

・上位計画の改正に合わせ

て修正。 

＜改定の方向性＞ 

・必要な定義を追加。 

・街づくりプロジェクトやその
支援等、検討の中で出る 

新たな定義を追加。 

＜改定の方向性＞ 

・「まちの将来像（ビジョン）」

は、都市マスの一部として

位置付けるものとして修

正。 

・改定を機に「地区街づくりプ

ラン」の名称を変更？ 

例）街づくりビジョン など 

＜改定の方向性＞ 

・街づくりプロジェクトが集ま

り、やりたいことをリスト化し

たものを「街づくりビジョン」

とした場合、策定のプロセ

スや手続きにあわせて内

容を修正 
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５ 市長は、前項の規定による提案について、当該地区住民等の多数が合意している

と認めたときは、第３５条に規定する町田市街づくり審査会の意見を聴いた上で、

当該提案を反映した地区街づくりプランを策定するよう努めなければならない。 

（地区街づくりプランの案の縦覧等） 

第８条 市長は、地区街づくりプランを策定しようとするときは、あらかじめ次に

掲げる事項を告示し、当該地区街づくりプランの案（以下「地区街づくりプラン

の原案」という。）を当該告示の日の翌日から起算して２週間公衆の縦覧に供し

なければならない。 

（１）地区街づくりプランの原案の名称、位置、区域及び内容 

（２）縦覧場所 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、必要があると認めたときは、説明会の開催そ

の他必要な措置を講ずるものとする。 

３ 地区街づくり団体及び地区住民等は、第１項の規定により縦覧に供された地区街

づくりプランの原案について意見があるときは、縦覧期間満了の日までに、意見

書を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、当該地区街づくりプランを策定しないときは、第３５条に規定する町田

市街づくり審査会の意見を聴いた上で、速やかにその理由を当該地区街づくり団

体に通知しなければならない。 

（地区街づくりプランの策定及び実現） 

第９条 市長は、地区街づくりプランを策定したときは、その旨を告示するととも

に、公衆の縦覧に供しなければならない。 

２ 地区街づくりプランは、前項の規定による告示があった日からその効力を生ずる

ものとする。 

３ 地区住民等は、地区街づくりプランに従い、主体的な街づくりを推進し、実現す

るよう努めなければならない。 

４ 市長は、地区街づくりプランに従い、街づくりに関する施策の策定及び実施に努

めなければならない。 

５ 事業者は、地区街づくりプランに従い、街づくりに協力するよう努めなければな

らない。 

（地区街づくりプランの変更又は廃止の場合の準用） 

第１０条 前２条の規定は、地区街づくりプランの変更（第８条の規定は、軽易な

変更の場合を除く。）又は廃止の場合に準用する。 

（都市計画法、建築基準法等による制度等を活用した街づくりの推進） 

第１１条 市長及び地区住民等は、地区の街づくりの推進を図るため、地区計画、

建築協定その他街づくりに関する都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、建

築基準法（昭和２５年法律第２０１号）等による制度等の活用に努めるものとす

る。 

 

第２節 街づくり推進地区 

（街づくり推進地区の指定） 

第１２条 市長は、地区街づくりプランが策定された地区について、必要と認めた

ときは、第３５条に規定する町田市街づくり審査会の意見を聴いた上で、街づく

り推進地区に指定することができる。 

（街づくり実現方針） 

第１３条 市長は、地区街づくりプランの実現に向けて街づくり推進地区内の地区

街づくり団体と協働して、持続的に取り組むための方針（以下「街づくり実現方

針」という。）を策定することができる。 

２ 市長は、街づくり実現方針の策定に際し、当該地区街づくり団体に対して地区街

づくりプランのうち市が行うべき事項、事業推進の方策等を明示するよう努めな

ければならない。 

３ 地区住民等は、街づくり実現方針の策定に際し、地区街づくりプランの実現に向

けて自ら取り組むべき事項を明示するよう努めなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、街づくり実現方針の策定に関し必要な事項は、町田

市規則（以下「規則」という。）で定める。 

（建築行為等の誘導） 

第１４条 街づくり推進地区内において建築行為等を行う者は、当該建築行為等を

地区街づくりプランに整合させなければならない。 

２ 街づくり推進地区内において建築行為等を行う者は、当該建築行為等に着手する

３０日前までに、市長に対して建築行為等の内容に関する届出を行い、協議しな

ければならない。 

３ 街づくり推進地区内において建築行為等を行う者は、前項の届出を行う前に地区

住民等に対し、当該地区の地区街づくりプランに指定された事項及び計画内容を

示す標識を設置しなければならない。 

（助言又は指導） 

第１５条 市長は、必要に応じて第３５条に規定する町田市街づくり審査会の意見

を聴いた上で、街づくり推進地区内において建築行為等を行う者に対して助言又

は指導を行うことができる。 

 

第３節 街づくり検討地区   

（街づくり検討地区の指定） 

第１６条 市長は、地域及び地区の特性を生かした個性ある街づくりを実現するた

めに特に必要と認めた地区を、街づくり検討地区に指定することができる。 

２ 市長は、前項の規定により街づくり検討地区を指定するときは、あらかじめ第３

５条に規定する町田市街づくり審査会の意見を聴いた上で、市議会の同意を得な

ければならない。 

（地区街づくりプラン案検討の要請等） 

第１７条 市長は、街づくり検討地区に指定した地区において、地区住民等に対し、

市議会の同意の日から１年以内に地区街づくりプラン案を検討し、提案するよう

要請することができる。 

２ 市長は、必要に応じて街づくり検討地区に指定した地区の地区住民等に対し、地

区街づくりプランの原案を提示することができる。この場合において、地区住民

等は、地区街づくりプランの策定に協力しなければならない。 

３ 街づくり検討地区内において、第２４条に規定する建築物等の建築行為及び開発

行為等を行う事業者は、地区街づくりプランの策定に協力しなければならない。 

（助言又は指導） 

第１８条 市長は、必要に応じて第３５条に規定する町田市街づくり審査会の意見

を聴いた上で、地区住民等並びに第２４条に規定する建築物等の建築行為及び開

発行為等を行う事業者に対し、地区街づくりプラン案の策定に係る助言又は指導

を行うことができる。 

＜改定の方向性＞ 

・策定したビジョンの実現に

向けて、施策の策定及び

実施の支援を行うことを

明記 

・検討の中ででてきたハード

の規制以外の実現手段

を追記していく。 

＜改定の方向性＞ 

・基本的な変更なし。 
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第３章 街づくりに関する市民活動の推進              

（街づくり市民活動の推進） 

第１９条 市長は、市内における街づくり市民活動（以下この章において「活動」

という。）を推進するため、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（活動の成果の報告） 

第２０条 第３２条の支援を受けた街づくり市民団体は、活動の成果を報告しなけ

ればならない。 

（活動の成果の市の施策への反映） 

第２１条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、広く市民に公表しなけ

ればならない。 

２ 市長は、街づくり市民団体の活動の成果を街づくりの施策に反映したときは、そ

の旨を公表しなければならない。 

（活動の要請） 

第２２条 市長は、地域及び地区の特性を生かした個性ある街づくりを推進するた

めに必要と認めたときは、第３２条第２項の規定により登録した街づくり市民団

体に対し、調査、研究、提案等の活動を要請することができる。 

 

第４章 早期周知による街づくり                   

（周辺環境と調和した街づくりのための指針の策定） 

第２３条 市長は、市内における建築物等の建築行為及び開発行為等（以下これら

を「開発等」という。）に関し、周辺環境と調和した街づくりのための指針（以

下「指針」という。）を策定することができる。 

２ 開発等を行う事業者は、指針に示された内容を尊重しなければならない。 

（早期周知による街づくりの対象） 

第２４条 事業者は、次に掲げる開発等を行うときは、規則で定める申請手続の前

に、次条に規定する事前情報公開の手続を行わなければならない。 

（１）１ヘクタール以上の開発行為等 

（２）延床面積が３，０００平方メートル以上の建築行為 

（３）戸数５０戸を超える集合住宅に係る建築行為 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた開発等 

（開発等の事前情報公開） 

第２５条 事業者は、前条に規定する開発等の計画確定前に概要が分かる事業構想

等を関係住民等に事前に情報公開し、関係住民等とともに協働の街づくりを行わ

なければならない。 

２ 事業者は、規則で定める申請手続を行う９０日以上前に、周辺地域への情報公開

を目的とした標識を設置しなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定により標識を設置したときは、市長に対してその旨を速や

かに届け出なければならない。 

（説明会の開催） 

第２６条 事業者は、前条第２項の規定により標識を設置したときは、規則で定め

るところにより関係住民等に対して説明会を開催しなければならない。 

（関係住民等と事業者との協議） 

第２７条 事業者は、関係住民等から協議の要請があったときは、早期周知による

街づくりの協議を行わなければならない。 

２ 関係住民等及び事業者は、当該協議を行うときは、第２条に規定する基本理念に

基づいて、地区街づくりの観点から協働の街づくりに努めなければならない。 

（報告義務） 

第２８条 関係住民等及び事業者は、第２６条の説明会並びに前条の協議の経過及

び結果等について、規則で定めるところにより市長に報告しなければならない。 

（申請手続） 

第２９条 事業者は、前条の規定による報告の結果、市長が関係住民等及び事業者

の間において協議が成立したと認めたときは、規則で定める申請手続を行うこと

ができる。 

（助言又は指導） 

第３０条 市長は、第２８条の規定による報告を受けたときは、必要に応じて第３

５条に規定する町田市街づくり審査会の意見を聴いた上で、指針に照らし、規則

で定める申請手続の前に、関係住民等及び事業者に対して助言又は指導を行うこ

とができる。 

 

第５章 街づくり活動の支援                   

（地区街づくり団体への支援） 

第３１条 市長は、地区街づくり団体に対し、第３５条に規定する町田市街づくり

審査会の意見を聴いた上で、地区街づくりプラン案の作成に係る支援を行うこと

ができる。 

２ 前項の支援を受けようとする地区街づくり団体は、次に掲げる要件を満たし、か

つ、事前に規則で定めるところにより登録が行われていなければならない。 

（１）地区街づくりの区域が明確であること。 

（２）地区街づくりに係る区域面積は、おおむね１へクタール以上であること。た

だし、地区の特性又は社会的条件等によりやむを得ないと市長が認めたときは、

この限りでない。 

（３）活動の内容が基本構想、都市計画マスタープラン等の計画に整合しているこ

と。 

（４）活動の内容が地区住民等に理解されていること。 

（５）活動の公開性が保障されていること。 

（６）前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項に該当していること。 

３ 市から支援を受けた地区街づくり団体は、地区街づくりプラン案の作成に努めな

ければならない。 

（街づくり市民団体への支援） 

第３２条 市長は、前条第１項に規定するもののほか、地域及び地区の特性を生か

した個性ある街づくりを実現するために必要があると認めたときは、第３５条に

規定する町田市街づくり審査会の意見を聴いた上で、街づくり市民団体の行う街

づくり市民活動に対する支援を行うことができる。 

２ 前項の支援を受けようとする街づくり市民団体は、次に掲げる要件を満たし、か

つ、事前に規則で定めるところにより登録が行われていなければならない。 

（１）活動の範囲が市内を中心としていること。 

（２）団体の構成員が市民を主体としていること。 

（３）市民の自発的参加の機会が保障されていること。 

（４）活動の内容が市の施策等に整合していること。 

（５）団体の代表者の定めがあること。 

＜改定の方向性＞ 

・街づくりプロジェクトの推進

に関する内容を記載 

＜改定の方向性＞ 

・2018 年度に行った制度設

計の内容に基づき条文

化。 

・「大規模土地取引に関する

手続き」「大規模開発事

業の土地利用構想の協

議にかかる手続き」「市民

周知・意見把握」等につ

いて、手続き等の流れを

踏まえて、必要な事項を

記載 

＜改定の方向性＞ 

・ビジョンづくりに対する支援

に関する内容を記載 

＜改定の方向性＞ 

・街づくりプロジェクトへの支

援に関する内容を記載 
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３ 第１項の支援の対象とする街づくり市民活動の内容は、規則で定める。 

（街づくりアドバイザー） 

第３３条 市長は、市内における街づくりの推進に資するため、街づくりに関する

専門知識及び経験を有する者を街づくりアドバイザーとして登録することができ

る。 

２ 街づくりアドバイザー登録者名簿への登載を希望する個人又は法人は、規則で定

めるところにより市長へ申請しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請をした個人又は

法人が街づくりに関する専門知識を有することその他規則で定める要件を満たす

と認めたときは、街づくりアドバイザー登録者名簿に登載するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により街づくりアドバイザー登録者名簿に登載された者が、

規則で定める要件を満たさなくなったときは、その者を街づくりアドバイザー登

録者名簿から削除するものとする。 

（街づくりアドバイザーの派遣） 

第３４条 市長は、次の各号の一に該当すると認めたときは、街づくりアドバイザ

ーを派遣することができる。 

（１）地区街づくり団体が、地区街づくりプラン案を作成しようとするとき。 

（２）地区住民等及び地区街づくり団体が、地区街づくりプランに従い、規則で定

める活動を行うとき。 

（３）街づくり市民団体が、規則で定める活動を行うとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたとき。 

 

第６章 町田市街づくり審査会                   

（町田市街づくり審査会） 

第３５条 街づくりの推進に資するため、町田市街づくり審査会（以下「街づくり

審査会」という。）を置く。 

２ 街づくり審査会は、市長の諮問に応じ、街づくりの総合的な推進に必要な事項に

ついて審査し、答申する。 

３ 街づくり審査会は、委員１０名以内をもって組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１）学識経験者３名以内 

（２）市内関係団体の代表３名以内 

（３）町田市民４名以内 

５ 街づくり審査会に会長を置き、委員の互選により定める。 

６ 前各項に定めるもののほか、街づくり審査会に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

第７章 雑則                           

（適用除外） 

第３６条 この条例の規定は、次に掲げる事業については適用しない。 

（１）災害のために応急的に行う事業 

（２）前号に掲げるもののほか、規則で定める事業 

（勧告） 

第３７条 市長は、次の各号の一に該当する者に対し、街づくり審査会の意見を聴

いた上で、勧告を行うことができる。 

（１）支援を受けている地区街づくり団体又は街づくり市民団体のうち、活動を行

わないもの 

（２）不正な手段により、第２５条に規定する事前情報公開等の手続を行った事業

者又はその代理人 

（３）第１５条の助言又は指導に対して適正な対応をしなかった街づくり推進地区

内において建築行為等を行う者 

（４）第１８条の助言又は指導に対して適正な対応をしなかった地区住民等又は事

業者 

（５）第３０条の助言又は指導に対して適正な対応をしなかった関係住民等又は事

業者 

（６）前各号に掲げるもののほか、市に対して不利益を与えたもの 

（公表） 

第３８条 市長は、前条に規定する者が勧告に従わないときは、その旨を公表する

ことができる。この場合において、市長は、あらかじめ当事者又は関係人に意見

を述べる機会を与えなければならない。 

（委任） 

第３９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附則 

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

＜改定の方向性＞ 

・街づくりアドバイザーや支

援組織、大学等による支

援及び協働に関する内

容を条例や運用にどのよ

うに記載していくかを検討

する。 


